
法に基づき、町議会の議決を経て定められています。 
ため、主な内容をお知らせします。 
 

（８）特別職の報酬等の状況（平成１７年４月１日現在） 

（９）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在） 

区　　　　分 給　料　月　額　等 

給
　
料 

報
　
酬 

期
　
末
　
手
　
当 

町　　　長 
助　　　役 
収　入　役 
議　　　長 
副　議　長 
議　　　員 

７７７,６００円 
６１７,４００円 
５６４,３００円 
３６１,０００円 
２９４,５００円 
２７５,５００円 

町　　　長 
助　　　役 
収　入　役 

議　　　長 
副　議　長 
議　　　員 

１６年度支給割合 
 ６ 月期　　　１.６月分　　職務加算　有 
１２月期　　　１.７月分　　職務加算　有 

計　　　３.３０月分 
１６年度支給割合 

 ６ 月期　　　１.６月分　　職務加算　有 
１２月期　　　１.７月分　　職務加算　有 

計　　　３.３０月分 

区　　分 

部　　門 

一般行政
部　　門 

特別行政
部　　門 

公営企業
等 

会計部門 

合　　　　計 

議 会 部 門  
総 務 部 門  
税 務 部 門  
民 生 部 門  
衛 生 部 門  
農林水産部門 
商 工 部 門  
土 木 部 門  
小 　 　 　 計  
教 育 部 門  
小 　 　 　 計  
水 道 部 門  
下 水 道 部 門  
そ の 他 部 門  
小 　 　 　 計  

２ 
３８ 
１８ 
５４ 
１７ 
１５ 
１ 
１６ 
１６１ 
４０ 
４０ 
６ 
８ 
１２ 
２６ 
２２７ 

２ 
３５ 
１９ 
５１ 
１７ 
１５ 
１ 
１４ 
１５４ 
４１ 
４１ 
７ 
７ 
１３ 
２７ 
２２２ 

 
△３ 
　１ 
△３ 
 
 
 
△２ 
△７ 
　１ 
　１ 
　１ 
△１ 
　１ 
　１ 
△５ 

職　員　数 対前年 
増減数 

主な増減理由 
平成１６年 平成１７年 

業務推進体制見直し
による減等 

業務推進体制見直し
による減等 

（減員理由） 
 
 
（増員理由） 

（減員理由） 
 
 
（増員理由） 

（減員理由） 
 
 
（増員理由） 

（減員理由） 
 
 
（増員理由） 

（減員理由） 
業務推進体制見直し
による減等 
（増員理由） 
業務推進体制強化に
よる増等 

（減員理由） 
業務推進体制見直し
による減等 
（増員理由） 
業務推進体制強化に
よる増等 

（減員理由） 
   
 
（増員理由） 
業務推進体制強化に
よる増 

（減員理由） 
業務推進体制見直し
による減等 
（増員理由） 
業務推進体制強化に
よる増等 

業務推進体制強化に
よる増 

業務推進体制見直し
による減等 

業務推進体制強化に
よる増等 

業務推進体制強化に
よる増等 
業務推進体制見直し
による減等 
業務推進体制強化に
よる増 

（注）職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職
者、派遣職員などを含み、臨時又は非常勤職員を除いている。 

①定員適正化目標（数） 
　平成22年度を目標年とする第３次松前町新総合計画に基づいた
今後の施策の展開、将来の新たな行政需要の増加等を考慮し、一
般行政部門において、18年度までの３年間で、平成15年４月１日
現在の職員数（162人）の１人削減を目標とする。 
　計画達成にあたっては、毎年、行政需要を把握するとともに、
三位一体改革による財政状況を勘案しながら定員管理診断を基に
毎年見直しを行い定員の適正化を図るものとする。 

②主な定員適正化手法の概要 
　１．事務の統廃合縮小‥‥‥機構改革により、組織・事務の統合・

集中化を図る。 
　２．外部委託‥‥‥事務及び施設の管理運営等で委託可能なもの

は委託を進める。 
　３．非常勤職員等の活用‥‥‥退職者の補充を基本としながらも

可能な部門については、退職補充を行わず臨時職員、パ
ート職員（再任用短時間勤務職員を含む。）等の活用を図る。 

（１０）定員適正計画の数値目標及び進捗状況 

③定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 

④定員適正化計画の年次進捗状況（実績）の内訳 

（各年４月１日現在） 

（各年４月１日現在） 

（各年４月１日現在） 

区　分 
部　門 

区　分 
部　門 

区 分 
部 門 

一般行政 

減　員 

増　員 

差　引 

職員数 

特別行政 

公営企業 
等 会 計 

計 

減　員 
増　員 
差　引 
職員数 
減　員 
増　員 
差　引 
職員数 
減　員 
増　員 
差　引 
職員数 

減　員 
増　員 
差　引 
職員数 
減　員 
増　員 
差　引 
職員数 
減　員 
増　員 
差　引 
職員数 
減　員 
増　員 
差　引 
職員数 
減　員 
増　員 
差　引 
職員数 
減　員 
増　員 
差　引 
職員数 
減　員 
増　員 
差　引 
職員数 
減　員 
増　員 
差　引 
職員数 

 
 
 
２ 
 
 
 
４０ 
 
 
 
１８ 
 
 
 
５５ 
 
 
 
１７ 
 
 
 
１５ 
 
 
 
１ 
 
 
 
１４ 

 
 
０ 
２ 
５ 
３ 
△２ 
３８ 
 
 
０ 
１８ 
１ 
 
△１ 
５４ 
 
 
０ 
１７ 
 
 
０ 
１５ 
 
 
０ 
１ 
 
２ 
２ 
１６ 

 
 
０ 
２ 
５ 
２ 
△３ 
３５ 
 
１ 
１ 
１９ 
４ 
１ 
△３ 
５１ 
 
 
０ 
１７ 
 
 
０ 
１５ 
 
 
０ 
１ 
３ 
１ 
△２ 
１４ 

 
 
０ 
２ 
１０ 
５ 
△５ 
３５ 
 
１ 
１ 
１９ 
５ 
１ 
△４ 
５１ 
 
 
０ 
１７ 
 
 
０ 
１５ 
 
 
０ 
１ 
３ 
３ 
０ 
１４ 

１５年 
計画前年 

１６２ 

１６年 
１年目 

６ 

５ 

△１ 

１６１ 

 
 
 
３９ 
 
 
 
２６ 
 
 
 

２２７ 

 
１ 
１ 
４０ 
 
 
０ 
２６ 
６ 
６ 
０ 
２２７ 

２ 
３ 
１ 
４１ 
１ 
２ 
１ 
２７ 
１５ 
１０ 
△５ 
２２２ 

２ 
４ 
２ 
４１ 
１ 
２ 
１ 
２７ 
２１ 
１６ 
△５ 
２２２ 

 
 
 
３９ 
 
 
 
２６ 
 
 
△１ 
２２６ 

１７年 
２年目 

８ 

１ 

△７ 

１５４ 

１８年 
３年目 

１６～１７年 
計 

１４ 

６ 

△８（８００％） 

（参考） 
目標数値 

１５年 
計画前年 

１６年 
１年目 

１７年 
２年目 

１８年 
３年目 

１６～１７年 
計 

１５年 
計画前年 

１６年 
１年目 

１７年 
２年目 

１８年 
３年目 

１６～１７年 
計 

手法（事由）の概要 
（減員理由） 

（参考） 
目標数値 

　 

　 

△１ 

１６１ 

（参考） 

 

議
　
会 

総
　
務 

税
　
務 

民
　
生 

衛
　
生 

農
　
林 

水
　
産 

商
　
工 

土
　
木 
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